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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第100期

第２四半期連結
累計期間

第100期
第２四半期連結
会計期間

第99期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 206,343 114,065 430,793

経常利益 (百万円) 13,150 7,600 24,913

四半期(当期)純利益 (百万円) 6,605 3,694 14,473

純資産額 (百万円) ― 94,014 91,643

総資産額 (百万円) ― 314,006 292,284

１株当たり純資産額 (円) ― 287.54 279.79

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 20.67 11.56 46.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 29.2 30.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △323 ― 15,645

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,602 ― △9,571

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,224 ― △13,973

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 19,204 21,907

従業員数 (名) ― 26,846 25,967

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名　称 住　所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関　係　内　容

（持分法適用関連会社）

ＪＰサンキュウグローバル
ロジスティクス㈱

東京都中央区 300 物流事業 40.0

１ 日本と中国・アジアを中心に国際
小口貨物から一般航空貨物まで、幅
広い航空貨物事業を行っておりま
す。

２ 当社役員１名が役員を兼任し、従業
員１名が出向し、役員となっており
ます。また従業員１名が監査役を兼
任しております。

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券届出書を提出しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月30日現在

従業員数(名) 26,846

(注) 従業員数は、当社連結グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社連結グループへの出向者

を含む就業人員であります。　

なお、臨時従業員数につきましては、従業員の総数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月30日現在

従業員数(名) 9,730

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

なお、臨時従業員数につきましては、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社連結グループが営んでおります事業では生産実績を定義することは困難であるため、「生産の状

況」は記載しておりません。

　

(1) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

物流事業 57,782 219

機工事業 33,654 62,835

その他事業 5,146 4,840

合計 96,584 67,894

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 売上実績

当第２四半期連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円)

物流事業 57,913

機工事業 50,962

その他事業 5,189

合計 114,065

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　当社連結グループ事業では、「販売実績」という定義は実態にそぐわないため、各事業の売上実績を記載して

おります。

３　主な相手先別の売上実績の総売上実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

売上高(百万円) 割合(％)

新日本製鐵㈱ 14,053 12.3

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した金融市

場の混乱や、円高進行および原油・原材料価格の高騰等により先行きに対する不透明感は強まる展開と

なりました。

このような状況下、当社連結グループにおいては、鉄鋼、石油・石化関連分野での主要なお客様の能力

増強・老朽化更新などの設備投資意欲は継続しており、また、安定操業維持のための保全作業も増加し、

生産量は高水準と好調に推移しました。

一方、物流分野では、中国を中心とした輸出入貨物の取扱量の減少、海外大型プロジェクト輸送作業の

減少、航空貨物事業の新会社設立による事業移管に加え、物流コスト削減圧力は根強く、燃料費の高止ま

りによるコスト負担増加等を強いられ、依然として厳しい経営環境が続いております。

この結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は1,140億65百万円となりました。また、利益面に

関しては営業利益は77億63百万円、経常利益は76億円、四半期純利益は36億94百万円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

　

a. 物流事業

鉄鋼、石油・石化関連のお客様工場構内作業は好調に推移するも、国際物流における海外大型プロ

ジェクト輸送作業の減少、航空貨物事業の新会社設立（ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス

㈱）による事業移管、港湾物流における中国船社の再編に伴うサービス停止等によるコンテナ取扱量

の減少に加え、燃料代高騰等による一般物流作業の採算悪化等により、売上高は579億13百万円、営業利

益は20億33百万円となりました。　

なお、当第２四半期連結会計期間の売上高に占める割合は50.8％であります。

　

b. 機工事業

鉄鋼関連での高炉改修などの大型設備工事の減少はあるも、石油・石化関連はＳＤＭ（大型定期修

理工事）や鉄鋼関連の保全作業が増加したこと等に加え、採算管理の徹底等による収益性向上を図り、

売上高は509億62百万円、営業利益は51億42百万円となりました。

なお、当第２四半期連結会計期間の売上高に占める割合は44.7％であります。

　

c. その他事業

建設残工事の完成の減少、システム開発案件の減少及び賃貸事業での船舶賃貸作業の終了等により、

売上高は51億89百万円、営業利益は４億８百万円となりました。

なお、当第２四半期連結会計期間の売上高に占める割合は4.5％であります。

　

(2) 財政状態の分析

a．流動資産

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は1,551億97百万円であり、前連結会計年度末に比べ

138億10百万円（9.8％）増加しました。主な要因は、仕掛工事の増加による未成作業支出金の増加等に

よるものです。

　

b．固定資産

当第２四半期連結会計期間末における固定資産は1,588億９百万円であり、前連結会計年度末に比べ

79億11百万円（5.2％）増加しました。主な要因は、有形固定資産のその他（リース会計基準の適用に
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よるリース資産等）の増加や当第２四半期連結会計期間末における時価評価による投資有価証券の減

少等の差によるものです。

　

c．流動負債

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は1,384億91百万円であり、前連結会計年度末に比べ

167億31百万円（13.7％）増加しました。主な要因は、仕掛工事の支払充当による短期借入金の増加や

支払手形及び買掛金の増加等によるものです。

　

d．固定負債

当第２四半期連結会計期間末における固定負債は815億１百万円であり、前連結会計年度末に比べ26

億19百万円（3.3％）増加しました。主な要因は、その他（リース会計基準の適用による長期リース債

務等）の増加や約定返済等による長期借入金の減少等の差によるものです。

　

e．純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産の部は940億14百万円であり、前連結会計年度末に比べ

23億71百万円（2.6％）増加しました。主な要因は、利益剰余金の増加、その他有価証券評価差額金の減

少等の差によるものです。その結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度

末を1.4ポイント下回る29.2％となっております。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連

結会計期間末から３億79百万円増加し、192億４百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、66億61百万円となりました。

これは主に、期末完成工事による売上債権の増加があるものの、税金等調整前四半期純利益の計上、な

らびに未成作業支出金の減少によるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、35億64百万円となりました。

これは主に、有形固定資産の取得等によるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、34億11百万円となりました。

これは主に、コマーシャルペーパーの減少、運転資金調達による短期借入金の増加によるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社連結グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 326,078,030326,078,030
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

―

計 326,078,030326,078,030― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日

　　　～平成20年９月30日
－ 326,078 ― 28,619 ― 11,936
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(5) 【大株主の状況】

    平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口

東京都中央区晴海１－８－11 46,203 14.16

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社信託口

東京都港区浜松町２－11－３ 26,792 8.21

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２－６－３ 14,400 4.41

株式会社みずほコーポレート銀行
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－３－３

(東京都中央区晴海１－８－12)
10,010 3.07

財団法人ニビキ育英会 北九州市八幡東区中央２－24－５ 9,800 3.00

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口４Ｇ

東京都中央区晴海１－８－11 9,352 2.86

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－12)

6,000 1.84

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社信託口４

東京都中央区晴海１－８－11 5,847 1.79

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 5,390 1.65

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 5,251 1.61

計 ― 139,045 42.64

(注)　上記の他、当社保有の自己株式5,975千株（1.83％）があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 　　5,975,000　　
　

― ―

(相互保有株式)　　
普通株式　　 1,835,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 314,736,000 314,736 ―

単元未満株式 普通株式　　 3,532,030 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　　　　　　　326,078,030 ― ―

総株主の議決権 ― 314,736 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄には、自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

　　当社　　　　　　　433株

　　山九重機工㈱　　　684株

　

② 【自己株式等】

   平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

当社
北九州市門司区港町
６－７

5,975,000 ― 5,975,000 1.83

（相互保有株式）

山九重機工㈱
川崎市川崎区日の出
１－４－８

1,835,000 ― 1,835,000 0.56

計 ― 7,810,000 ― 7,810,000 2.39

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株（議決権３個）あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 577 605 605 572 553 518

最低(円) 510 498 499 492 469 349

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則を早期適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,206 21,912

受取手形及び売掛金 91,554 91,061

有価証券 1,203 63

未成作業支出金 31,046 17,580

その他のたな卸資産 ※１
 1,228

※１
 1,135

その他 11,123 9,735

貸倒引当金 △165 △101

流動資産合計 155,197 141,386

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 38,966 38,861

土地 47,741 48,084

その他（純額） 20,888 12,634

有形固定資産合計 ※２
 107,596

※２
 99,580

無形固定資産 4,560 4,743

投資その他の資産

投資有価証券 19,338 21,106

その他 29,287 27,359

貸倒引当金 △1,973 △1,891

投資その他の資産合計 46,651 46,574

固定資産合計 158,809 150,897

資産合計 314,006 292,284
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 63,008 59,476

短期借入金 44,738 31,623

未払法人税等 5,933 3,645

未成作業受入金 4,748 3,411

賞与引当金 2,830 5,628

その他 17,231 17,974

流動負債合計 138,491 121,759

固定負債

長期借入金 24,258 27,629

退職給付引当金 41,791 42,672

負ののれん 82 79

その他 15,368 8,499

固定負債合計 81,501 78,881

負債合計 219,992 200,641

純資産の部

株主資本

資本金 28,619 28,619

資本剰余金 11,946 11,944

利益剰余金 53,727 49,938

自己株式 △2,619 △2,569

株主資本合計 91,674 87,933

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,216 4,107

繰延ヘッジ損益 △157 △241

土地再評価差額金 △2,459 △2,447

為替換算調整勘定 △405 68

評価・換算差額等合計 194 1,485

少数株主持分 2,146 2,223

純資産合計 94,014 91,643

負債純資産合計 314,006 292,284
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　(2) 【四半期連結損益計算書】
　　　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日）

売上高 206,343

売上原価 187,253

売上総利益 19,089

販売費及び一般管理費 ※１
 5,945

営業利益 13,143

営業外収益

受取利息 241

受取配当金 298

その他 692

営業外収益合計 1,233

営業外費用

支払利息 644

その他 581

営業外費用合計 1,226

経常利益 13,150

特別損失

投資有価証券評価損 865

特別損失合計 865

税金等調整前四半期純利益 12,284

法人税等 5,586

少数株主利益 93

四半期純利益 6,605
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日）

売上高 114,065

売上原価 103,225

売上総利益 10,840

販売費及び一般管理費 ※１
 3,077

営業利益 7,763

営業外収益

受取利息 131

受取配当金 18

その他 245

営業外収益合計 396

営業外費用

支払利息 334

その他 224

営業外費用合計 558

経常利益 7,600

特別損失

投資有価証券評価損 865

特別損失合計 865

税金等調整前四半期純利益 6,735

法人税等 2,969

少数株主利益 70

四半期純利益 3,694
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 12,284

減価償却費 5,069

受取利息及び受取配当金 △540

支払利息 644

投資有価証券評価損益（△は益） 865

売上債権の増減額（△は増加） △964

未成作業受入金の増減額（△は減少） 1,373

仕入債務の増減額（△は減少） 5,030

未成作業支出金の増減額（△は増加） △13,444

その他 △7,186

小計 3,131

利息及び配当金の受取額 644

利息の支払額 △672

法人税等の支払額 △3,427

営業活動によるキャッシュ・フロー △323

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,543

無形固定資産の取得による支出 △413

その他 △646

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,602

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 101,708

短期借入金の返済による支出 △88,517

長期借入金の返済による支出 △3,473

配当金の支払額 △2,868

その他 △1,626

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,224

現金及び現金同等物に係る換算差額 △107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,810

現金及び現金同等物の期首残高 21,907

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

106

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 19,204
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、中部海運㈱は総資産、売上高、純損益及び剰余金ともに重要性が増加したため、

新たに連結の範囲に含めております。
 

(2) 変更後の連結子会社の数

37社

２　持分法の適用に関する事項の変更

(1) 持分法適用の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間において、当社の航空貨物事業（国際小口貨物を含む。）を会社分割により新たに

ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス㈱を設立し、同連結会計期間において当該会社の株式60％を譲渡した

ことから、新たに持分法適用の範囲に含めております。
 
(2) 変更後の持分法適用会社の数

８社

３　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

その他のたな卸資産

従来、主として先入先出法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことにより、主として先入先出

法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。これに伴う当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

ありません。
 
(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　これに伴う当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。
 
(3) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴

い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、これに伴う当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に　よっ

ております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に　よっ

ております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１　※１　その他のたな卸資産 １　※１　その他のたな卸資産

販売用不動産　　　  　　　 　 　　87 百万円 販売用不動産　　　  　　 　　 　　87 百万円

貯蔵品　　　　　　　　　 　    1,140 百万円 貯蔵品　　　　　　 　　　  　　1,047 百万円

２　※２　有形固定資産の減価償却累計額 ２ ※２　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　 　111,079 百万円 　　　　　　　　　　　　   　　109,970 百万円 

３ 保証債務 ３ 保証債務

次の会社の銀行借入金等について保証を行っており

ます。

次の会社の銀行借入金等について保証を行ってお

ります。

㈱ワールド流通センター 942百万円

従業員(住宅貸付) 782

小倉国際流通センター㈱ 446

大阪港総合流通センター㈱ 173

青海流通センター㈱ 172

㈱ケーブルテレビ佐伯 137

トーセロ・
ロジスティクス㈱ 81

上海経貿山九儲運有限公司 590

深?深九国際物流有限公司 266 

SANKYU PHILIPPINES,INC.99

その他(７社) 208

計 3,902百万円

㈱ワールド流通センター 997 百万円

従業員(住宅貸付) 838 

小倉国際流通センター㈱ 471 

大阪港総合流通センター㈱ 180 

青海流通センター㈱ 178 

㈱ケーブルテレビ佐伯 162 

上海経貿山九儲運有限公司 547 

深?深九国際物流有限公司 257 

SANKYU PHILIPPINES,INC.112 

トーセロ・
ロジスティクス㈱ 99 

その他(５社) 135 

計 3,981 百万円

小倉国際流通センター㈱への保証446百万円につい

ては、その60％を鶴丸海運㈱および山田港運倉庫㈱が

保証しているため、実質の保証額は40％相当額の178

百万円であります。

トーセロ・ロジスティクス㈱への保証の一部30百

万円については、その50％をダイセー・ロジスティク

ス㈱が保証しているため、実質の保証額は66百万円で

あります。

　また、深?深九国際物流有限公司への保証266百万円

については、深?市貨運中心が出資比率に応じ、当社

保証額の51％（136百万円）を保証しているため、実

質の保証額は49％相当額の130百万円であります。

トーセロ・ロジスティクス㈱への保証の一部32百

万円については、その50％をダイセー・ロジスティク

ス㈱が保証しているため、実質の保証額は83百万円で

あります。

　また、深?深九国際物流有限公司への保証257百万円

については、深?市貨運中心が出資比率に応じ、当社

保証額の51％（131百万円）を保証しているため、実

質の保証額は49％相当額の126百万円であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)　

１　※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 3,527 百万円

賞与引当金繰入額 233   〃 

退職給付引当金繰入額  118   〃 

減価償却費   374   〃

貸倒引当金繰入額   154   〃

のれん償却額   2   〃

その他 1,535   〃

　

第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

１　※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 1,807 百万円

賞与引当金繰入額 125 　〃

退職給付引当金繰入額 74 　〃

減価償却費 186 　〃

貸倒引当金繰入額 141 　〃

のれん償却額 1 　〃

その他 741 　〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 19,206 百万円

預入期間が３か月超の定期預金  　△2 　〃 

現金及び現金同等物 19,204 百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 326,078,030

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,581,209

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,881 9.0平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
物流事業
(百万円)

機工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

57,913 50,962 5,189 114,065 ― 114,065

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,434 773 1,740 3,947 (3,947) ―

計 59,347 51,735 6,930 118,013(3,947)114,065

営業利益 2,033 5,142 408 7,584 178 7,763

(注) １　事業種別は、内部管理上採用している区分によっております。　

２　各事業の主要な内容

　(1)　物流事業

　　　 港湾運送、海上運送、倉庫、一般貨物自動車運送、輸出入、工場内運搬作業　他

　(2)　機工事業

　　   工場設備工事・メンテナンス、重量物運搬据付、一般産業機械製作、設備土建　他

　(3)　その他事業

　　   情報システム、人材派遣、機材賃貸、土建・建築工事　他

　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
物流事業
(百万円)

機工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

117,69079,203 9,449 206,343 ― 206,343

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,871 1,766 3,001 7,639 (7,639) ―

計 120,56180,970 12,450213,982(7,639)206,343

営業利益 4,399 7,862 641 12,903 240 13,143

(注) １　事業種別は、内部管理上採用している区分によっております。　

２　各事業の主要な内容

　(1)　物流事業

　　　 港湾運送、海上運送、倉庫、一般貨物自動車運送、輸出入、工場内運搬作業　他

　(2)　機工事業

　　   工場設備工事・メンテナンス、重量物運搬据付、一般産業機械製作、設備土建　他

　(3)　その他事業

　　   情報システム、人材派遣、機材賃貸、土建・建築工事　他

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

アジア 北・南米他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 8,612 3,303 11,915

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 114,065

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.5 2.9 10.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　アジア …………… シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、中国、香港他

　北・南米他 ……… アメリカ、ブラジル及び中近東地域（サウジアラビア等）

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

アジア 北・南米他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 14,902 6,023 20,925

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 206,343

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

7.2 2.9 10.1

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　アジア …………… シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、中国、香港他

　北・南米他 ……… アメリカ、ブラジル及び中近東地域（サウジアラビア等）

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

　

(企業結合等関係)

会社分割（新設分割）による航空貨物事業（国際小口貨物を含む。）の分社化

平成20年２月27日の日本郵政株式会社のグループ会社である郵便事業株式会社との合意に基づく共同

出資会社の設立に向けて、当社の航空貨物事業（国際小口貨物を含む。）を会社分割し、新たにＪＰサン

キュウグローバルロジスティクス株式会社（以下、「新設会社」という。）を平成20年７月１日に設立い

たしました。

なお、同日、新設会社の株式60％を郵便事業株式会社に譲渡いたしました。

会社分割の概要は、次のとおりであります。

　

１　会社分割の目的

当社は、航空貨物事業において、日本と中国・アジアを中心に展開する国際ロジスティクスサービスを、

国際小口貨物から一般航空貨物まで幅広くサービスを提供するために、機動的な事業戦略展開を目的とし

て分社を行い、同部門を新設会社に承継いたしました。
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２　会社分割の要旨

(1) 分割の日程

分割日（効力発生日）　　　平成20年７月１日

新設会社設立登記日　　　　平成20年７月１日

　

(2) 分割方式

当社を分割会社とし、新設会社を承継会社する簡易分割による新設分割であります。

３　分割した事業の概要

(1) 分割した事業の内容

航空貨物事業（国際小口貨物を含む。）

　

(2) 分割した資産、負債の項目および金額

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年６月30日現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資産 負債

項目 帳簿価格（百万円） 項目 帳簿価格（百万円）

流動資産 2,240 流動負債 941

固定資産 46 固定負債 2

合計 2,286 合計 943

４　新設会社の状況

(1) 商号　　　　　　　　　　ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス株式会社

(2) 事業内容　　　　　　　　航空貨物事業（国際小口貨物を含む。）

(3) 設立年月日　　　　　　　平成20年７月１日

(4) 本店所在地　　　　　　　東京都中央区勝どき六丁目５番23号

(5) 代表者の役職・氏名　　　代表取締役社長　奥田 雅彦

(6) 資本金　　　　　　　　　300百万円

(7) 発行済株式数　　　　　　10,000株

(8) 決算期　　　　　　　　　３月31日

(9) 大株主及び持分比率　　　郵便事業株式会社 60％、山九株式会社 40%

                        　（平成20年７月１日設立後の持分比率を記載しております。）

(10) 従業員数 　　　　　　　124名
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

287.54 円 279.79 円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 94,014 91,643

普通株式に係る純資産額(百万円) 91,868 89,419

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 2,146 2,223

普通株式の発行済株式数(千株) 326,078 326,078

普通株式の自己株式数(千株) 6,581 6,488

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

319,496 319,589

　

２　１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 20.67 円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期純利益(百万円) 6,605

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 6,605

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 319,540
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第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11.56円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期純利益(百万円) 3,694

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,694

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 319,511

　

(重要な後発事象)

自己株式の取得

当社は、平成20年10月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、以下のとおり自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

　

１　自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を実行するため

　

２　取得に係る事項の内容

(1) 取得対象株式の種類

当社普通株式

(2) 取得方法

東京証券取引所における市場買付

(3) 取得する株式の総数

12,000,000株（上限）

(4) 株式の取得価額の総額

3,000百万円（上限）

(5) 取得期間

平成20年11月４日から平成21年１月20日まで

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月７日

山九株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　福　　岡　　典　　昭　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　増　　村　　正　　之　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山九

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成20

年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山九株式会社及び連結子会社の平成20年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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